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1 ．研究の背景と目的
　本報告は，小中学校の学校規模や学校統合の経験が，
教育活動や児童生徒へ及ぼす影響を，教員のローカル・
ノレッジ（現場知，経験値）の観点から実証的に抽出・
分析することを目的とする。
　学校規模と教育活動をはじめとする学校の在り方との
関係性は，特に学校統廃合・再配置を巡って，長らく
議論になってきており，学校規模の影響を検証する研
究は，多面的に展開されてきた。検証の視点として
は，学業達成の側面（Egalite & Kisida, 2016: Fowler & 
Walberg, 1991; Gershenson & Langbein, 2015: Krueger, 
1999: 他），出席率（Darling-Hammond, Ancess, & Ort, 
2002; Fowler & Walberg, 1991; Kuziemko, 2006），社会
的関係性（Lee, Bryk, & Smith, 1993），学習意欲（（Hess 
& Cytrynbaum, 2002; Kahne, Sporte, & Easton, 2005; 
Klem & Connell, 2004; Wasley et al., 2000），カリキュ
ラムの質と多様性（主として高等学校，Lee & Smith, 
1995; Monk, 1987; Monk & Haller, 1993），学校の安全性
（Rubie-Davies & Townsend, 2007），進学状況（主とし
て高等学校，Schneider, Wyse, & Keesler, 2007）等が
代表的なものとして挙げられる。
　具体的に，例えば，Raywid（1999）は，小さな学校の
方が，子どもが協働的学びに参加する機会が増加し，個
別的な指導が展開されると分析し，大規模学校への評価
の捉え直しを提言した。Cotton（1996，2001）も，小さ
な規模の学校の方が，より良い学習成果が得られ，学習
環境も良いと分析した上，ドロップアウトや卒業率を加
味すると，コストの側面からみても，大きな学校の効率
が決して良い訳ではないとした。Lee & Loeb（2000）も，
小さな学校の方が，教師が肯定的姿勢を持つことを示し
た。一方，Howley（2001）は，そうした効果は在籍し
ている生徒に依存するとし，経済的困難を抱える家庭の
生徒は小さな学校に在籍した方が学習成果を得るが，経
済的に豊かな家庭の生徒はむしろ大きな学校に在籍した
方が成果を得る傾向があるとしている。
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　本研究は，教員が共有する認知の総体を「ローカル・ノレッジ」と考え，それらを定量的に析出することで，小中
学校の学校規模や学校統合の経験が，教育活動や児童生徒へ及ぼす影響を把握しようとするものである。これまで，
学校規模の影響を検証する研究は多面的に展開されてきたが，実際の教育活動が規模以外の様々な要素からも多面
的・複合的な影響を受けることから，安定した結果が得られてこなかった。そこで本研究は，必ずしも定量化し得な
い教員のローカル・ノレッジに着目し，検証を行った。分析の結果，統合の有無や学校規模に規定される複数の要素
が検証され，統合校／非統合校と学校規模大／学校規模小との間で，正負の効果が反転していることが示された。こ
こから統合と非統合，適正規模校と非適正規模学校を二項対立的に捉え，一方のみを評価するのではなく，反転する
正負の効果を明確に捉えた上，他の諸要素を含めて総合的に判断する必要があることが示された。
　The paper aims to evaluate the effect of the body of knowledge （BoK） of teachers on their educational activities 
and the performance of children. The BoK is represented by the local knowledge of teachers, i.e., the size of their 
schools and the school merging they have been experienced. Though the effect of school size has been studied 
extensively, consistent conclusion has not yet been reached primarily due to the wide variety of factors affecting 
the educational activities．The paper thus focuses on the local knowledge of teachers．As a result of the analysis, 
it is shown that the positive and negative effects are reversed between the merged school / non-merged school or 
large school / small school. In other words, one size may well not fit all. The important thing for policy makers is 
clearly grasping the reversing positive and negative effects and supporting various size of schools． 
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　但し，Stevenson （2006）は，複数の先行研究のレ
ビューを行い，研究によってはお互いに矛盾する知見が
導き出されているなど，結果は安定しておらず，「理想
的な規模」は発見できていない，もしくは存在しえない
としている。Ares （2014）も，学校規模と教育効果に
関わる複数の国の横断的レビューを行った結果，知見の
一般性と信頼性を併せ持つランドマークとなるような研
究を見出すには至らず，現状では「学校規模政策におい
て，あらゆる状況の解決解になるサイズ（‘one-size-fits-
all’solution in school size policies）は存在しない」との
結論を得ている。言い替えれば，実際の教育活動は，地
域の社会経済的背景や親の教育期待，教師の力量など，
様々な要素から多面的・複合的な影響を受けていること
もあり，これまでの研究は，規模の効果を定量的に抜き
出すことに成功してきた訳では無い。
　一方，我が国においては，定量的に学校規模の効果や
影響を析出しようとする試みは低調であり，各自治体の
答申文書等において，小規模校／大規模校のメリット・
デメリットが論じられているものの，それらは広く共有
されている一般的・且つ質的知見に過ぎず，絶えずそ
の正当性に疑義が提示されている。文部科学省が2015年
に出した手引き（「公立小学校・中学校の適正規模・適
正配置等に関する手引」）作成プロセスにおいても，各
種調査結果が参照されているものの，実証的研究の不足
もあり，学校規模と教育活動を定量的に実証することを
主題とした研究は参照されていない。こうした状況の背
景には，教育目的の多様性と測定困難性があるが，加え
て，教育は技術的よりも実践的，ルールに従うより判断
ベースで，研究知だけでない経験，知恵，現場知を伴う
とされてきたことも大きく影響していよう（小方2015　
Hamaersley2002）。
　その中において，教職員の主観的判断を含め，総合的
な経営条件に着目した研究としては，貞広他（2010）及
び天笠他（2012）の一連の研究が挙げられる。同研究に
おいては，学校規模を学校のマネジメントについて，イ
ンタビューを中心とした学校調査を行い，小規模校は小
規模校なりに，中規模校は中規模校なりに，大規模校は
大規模校なりに，学校規模応じたマネジメントを展開し，
マネジメントの在り様にはバリエーションがあることを
示した。
　本研究は，これらの知見を受けて，教員が共有する認
知の総体を「ローカル・ノレッジ」（藤垣2003）と考え，
それらを定量的に析出することで，それぞれの規模にお
ける学校の在り様を把握し，政策的含意を得ようとする
ものである。
2 ．調査実施概要
　そこで本研究では，学校規模や学校統合の経験が教育
活動や児童生徒へ及ぼす影響を，教員の経験から実証的
に抽出・分析することを目的として，小中学校教員を対
象にアンケート調査を実施した。
　対象地域は，直近10年ほどで複数の学校統合を実施し
ている首都圏のＡ市，対象校は，学校規模や統合経験の
有無などを基に抽出し（調査校一覧：表 1 ），各調査対
象校では，全ての教員を対象として調査を行った。質問
紙は，各学校単位で配布して留め置き，学校毎に回収し
てもらう形式で実施した。なお，ここで想定している
「適正規模」とは，学校教育法施行規則に規定されてい
る12学級～18学級を指す。
　質問紙の質問項目は，2014年 9 月に実施された「学校
規模適正化等に関する実態調査」（文部科学省）を参照
し，比較対照が可能な様に，できる限り質問項目の共通
性が確保出来るように配慮して作成した。回答は，児童
生徒への直接的な効果21項目，教育活動／指導体制・指
導法に与える効果（中学校29項目，小学校28項目）のそ
れぞれについて，「当てはまる」から「当てはまらない」
の 5 件法で求めた。
　本調査では，669名に質問紙を配布し427名（小学校
186名：回収率57. 1％，中学校241名：回収率70. 2％）か
ら有効回答を得ることができた。そのうち，欠損値を含
んだ回答（小学校 1 名，中学校 2 名）を除外し，分析を
行っている。
3 ．回答傾向からの因子抽出
　まず，各項目への回答を基に，「当てはまる」に 5 点～
「当てはまらない」に 1 点を与え，因子分析を行い，主
要因子の抽出を行った。その際，主因子法を用いバリ
マックス法による回転解を求めた。分析には，統計ソフ
トSPSS21J for windowsを用いた。
　因子分析における因子の下限基準を固有値 1 以上に設
定したところ，小学校 9 因子，中学校12因子が抽出され
た。このうち，統合校と非統合校の差が大きい因子（主
成分得点平均値が正負逆転しているもの）として，小学
校・中学校各 4 因子を表 3 及び表 4 に示す。
　これらの因子について，個々の主成分得点に着目する
と，因子によって統合校と非統合校間でその高低が反
転する結果となっている。具体的には，小学校におい
て，統合校では，学校経営及び業務の適正化（第 1 主成
分）や主体的・対話的学びの充実（第 3 主成分），指導
上・学習上の多様性の確保（第 9 主成分）には肯定的回
答傾向があり，子どもの落ち着き・安定性（第 2 主成分）
表 1　調査対象校
抽出区分 小学校 中学校
統合経験校  6  3
大規模校  2  2
適正規模校  3  3
小規模校  7  6
計 18 14
表 2　調査対象者数
抽出区分 小学校 中学校
統合校 114  77
大規模校  69  90
適正規模校  67  83
小規模校  76  95
計 326 343
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は否定的回答傾向にある。中学校においても，指導上・
学習上の多様性の確保（第 1 主成分）や学校経営及び業
務の適正化（第 3 主成分）が肯定的回答傾向を持つ一方，
地域・保護者との連携（第 4 主成分）については，統合
校で否定的回答傾向となり，まさに，メリットとデメリッ
トが反転する結果となっている。
4 ．重回帰分析による各成分決定要素の分析 
 ―統合／学校規模と回答傾向の関係性―
　主成分得点の差からも，大まかな傾向を掴むことはで
きたが，より厳密に，回答傾向と統合及び学校規模との
関係性を実証するため，各主成分得点を非説明変数，学
校の属性（統合の有無，生徒数，学級数，回答者の教員
経験年数，勤務経験校数）を説明変数とした重回帰分析
を行った。
　表 5 は，その一連の結果である。小学校では，第 1 ～
第 3 および第 9 主成分，中学校では第 1 ，第 3 ，第 4 主
成分において，統計的に有意な結果を得られた。
①　小学校の結果（括弧内は，統合の効果を正負で示す）
・学校経営および業務の適正化（正の効果）
　学校経営および業務の適正化に関しては，統合経験，
学校規模（学級数）ともに，正の効果が見られた。すな
わち，統合を経験している学校や，学校規模が大きな学
校ほど，学校経営および業務が適正化されていると捉え
られていることが明らかになった。特に，統合の経験が，
相対的に強い正の効果を持つ。また，この正の効果は，
経験校数が多い教員ほど，明確に認知していることも明
らかになった。
・子どもの落ち着き・安定性（負の効果）
　子どもの落ち着き・安定性に関しては，学校規模自体
表 3　因子分析結果（小学校）
項目 Ｆ 1 Ｆ 2 Ｆ 3 Ｆ 9
＜ 第 1 因子：学校経営及び業務の適正化＞
　校務の分担・効率化が進めやすい 0. 10 0. 04 －0. 08 0. 00
　校外研修などに参加しやすい 0. 10 0. 09 0. 00 0. 09
　急な所用などで休暇を取得しやすい 0. 13 0. 08 －0. 01 0. 14
　 教員一人あたりの負担感が軽減されやすい 0. 11 0. 06 －0. 14 0. 04
＜ 第 2 因子：子どもの落ち着き・安定性＞
　生徒指導上の課題が深刻化しにくい 0. 07 0. 25 0. 00 0. 08
　不登校が発生しにくい 0. 05 0. 26 －0. 07 －0. 01
　いじめが発生しにくい 0. 02 0. 18 －0. 08 －0. 11
　 学校が楽しいと感じる児童生徒が増えやすい 0. 01 0. 15 0. 09 －0. 07
＜ 第 3 因子：主体的・対話的な学びの充実＞
　たくましさが育まれやすい 0. 09 －0. 01 0. 14 0. 13
　発表や活躍の機会が生まれやすい －0. 03 0. 01 0. 12 0. 09
　異年齢交流の機会が生まれやすい 0. 01 0. 02 0. 31 0. 00
　 集団遊び・集団活動の機会が生まれやすい 0. 02 －0. 05 0. 37 －0. 07
　業間や放課後での外遊びが増えやすい 0. 01 0. 05 0. 22 －0. 03
　 社会性・コミュニケーション能力が向上しやすい 0. 08 0. 07 0. 17 0. 16
＜ 第 9 因子：指導上・学習上の多様性の確保＞
　学力格差が是正されやすい －0. 04 0. 09 －0. 22 0. 21
　たくましさが育まれやすい 0. 09 －0. 01 0. 14 0. 13
　 多様な意見に触れる機会が生まれやすい 0. 07 －0. 01 0. 01 0. 11
　 社会性・コミュニケーション能力が向上しやすい 0. 08 0. 07 0. 17 0. 16
　 上級学校への進学に伴うギャップが緩和されやすい －0. 03 0. 02 －0. 18 0. 10
　教員の指導力が向上しやすい －0. 02 －0. 01 －0. 07 0. 11
　特別支援教育が充実しやすい 0. 01 0. 03 0. 00 0. 21
　 保護者との共通理解の醸成を図りやすい －0. 02 0. 08 0. 02 0. 18
　地域に密着した教育を実践しやすい －0. 03 0. 05 0. 11 0. 10
　 バランスの取れた教員配置が行われやすい 0. 09 0. 04 －0. 13 0. 12
　教材・教具が量的に充実しやすい －0. 03 －0. 10 －0. 04 0. 40
　急な所用などで休暇を取得しやすい 0. 13 0. 08 －0. 01 0. 14
寄与率％ 12. 12 5. 92 3. 30 1. 40
累積寄与率％ 24. 74 36. 82 43. 54 71. 37
α係数 0. 96 0. 91 0. 82 0. 58
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の影響は特に見られなかったが，統合の経験が負の効果
を持つことが明らかになった。つまり，統合未経験の学
校の方が，生徒指導上の課題が深刻化しにくい，不登校
が発生にしくいといった認識が持たれていることが明ら
かになった。統合の際には，こうしたデメリットを軽減
する手立てが必須であることを実証的に示しているとい
える。
・主体的・対話的学びの充実（正の効果）
　主体的・対話的学びの充実に関しては，統合の経験が
正の効果を持つことが明らかになった。例えば，たくま
しさが育まれやすい，社会性・コミュニケーション能力
が向上しやすいといった項目に対して，統合経験校の教
員はより肯定的な回答を行っている。
・指導上・学習上の多様性の確保（正の効果）
　指導上・学習上の多様性の確保に関しては，統合の経
験が正の効果を持つことが明らかになった。統合された
学校においては，教材・教具が充実しやすく，学習格差が
是正されやすいと捉えられていることが明らかになった。
②　中学校の結果（括弧内は，統合の効果を正負で示す）
・指導上・学習上の多様性の確保（正の効果）
　指導上・学習上の多様性について，中学校では，統合
の経験が正の効果，学校規模（生徒数）が緩やかな正の
効果を持つ。特に，様々な意見に触れる機会が生まれや
すい，社会性・コミュニケーション能力が向上しやすい
といった項目に対して，肯定的回答がなされている。
表 4　因子分析結果（中学校）
項目 Ｆ 1 Ｆ 2 Ｆ 3 Ｆ 4
＜ 第 1 因子：指導上・学習上の多様性の確保＞
　交友関係が広がりやすい 0. 14 0. 03 －0. 02 0. 03
　たくましさが育まれやすい 0. 12 －0. 06 －0. 04 －0. 03
　 多様な意見に触れる機会が生まれやすい 0. 17 0. 01 －0. 04 －0. 05
　 集団遊び・集団活動の機会が生まれやすい 0. 12 0. 05 －0. 05 0. 05
　 社会性・コミュニケーション能力が向上しやすい 0. 16 0. 03 －0. 02 －0. 04
　多様な進路が意識されやすい 0. 14 0. 05 －0. 08 0. 01
　 クラブ活動・部活動が充実・活性化しやすい 0. 14 0. 06 0. 01 －0. 04
＜ 第 2 因子：多面的・発展的学習指導の充実＞
　発表や活躍の機会が生まれやすい 0. 06 0. 15 －0. 06 0. 02
　きめ細やかな指導を行いやすい 0. 00 0. 20 －0. 06 －0. 05
　学習規律を確保しやすい 0. 02 0. 19 －0. 02 －0. 04
　 特別な支援を要する児童生徒へのきめ細やかな対応を取りやすい －0. 04 0. 21 0. 02 －0. 05
　 少人数指導や習熟度別指導など多様な指導形態を実践しやすい 0. 03 0. 22 0. 03 －0. 03
　 より多くの教職員が多面的な観点で指導しやすい 0. 10 0. 13 0. 01 －0. 06
　グループ学習が充実しやすい 0. 01 0. 11 －0. 03 0. 08
　特別支援教育が充実しやすい 0. 01 0. 23 0. 08 －0. 01
　 保護者との共通理解の醸成を図りやすい －0. 01 0. 11 －0. 06 0. 11
＜ 第 3 因子：学校経営及び業務の適正化＞
　 免許外指導が解消又は減少されすい【中学校のみ】 －0. 06 0. 03 0. 20 －0. 03
　 バランスの取れた教員配置が行われやすい －0. 02 0. 03 0. 20 －0. 05
　教材・教具が量的に充実しやすい 0. 00 0. 04 0. 15 －0. 07
　校務の分担・効率化が進めやすい －0. 05 －0. 05 0. 21 0. 01
　校外研修などに参加しやすい －0. 09 －0. 09 0. 19 0. 07
　急な所用などで休暇を取得しやすい －0. 06 －0. 01 0. 21 －0. 04
　 教員一人あたりの負担感が軽減されやすい －0. 04 －0. 03 0. 26 0. 02
＜第 4因子：地域・保護者との連携＞
　教師に対する依存心が生まれにくい 0. 08 －0. 06 0. 05 0. 11
　 保護者との共通理解の醸成を図りやすい －0. 01 0. 11 －0. 06 0. 11
　地域に密着した教育を実践しやすい －0. 07 0. 02 0. 07 0. 17
　PTA活動が活性化しやすい 0. 04 0. 00 －0. 01 0. 32
　保護者同士の交流関係が広がりやすい －0. 04 －0. 07 0. 01 0. 40
　 学校と地域との連携協働関係を強化しやすい －0. 04 －0. 04 －0. 02 0. 34
寄与率％ 7. 66 4. 75 3. 73 2. 54
累積寄与率％ 15. 32 24. 82 32. 28 37. 37
α係数 0. 90 0. 85 0. 86 0. 60
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・学校経営および業務の適正化（正の効果）
　学校経営および業務の適正化に関しても，統合の経験
が正の効果，学校規模（生徒数）が緩やかな正の効果を
持つ。教員一人あたりの負担の軽減を始め，校外研究へ
の参加のしやすさ，休暇の取りやすさなど，業務のみな
らず，職能開発やワークライフバランスに関しても正の
効果を持つ。
・地域・保護者との連携（負の効果）
　一方，保護者同士の交流関係の拡がりやすさや，学校
と地域との連携協働関係等については，統合の経験が負
の効果，教員経験年数が緩やかな負の効果を持つ。統合
の経験は，集団が物理的に大きくなるだけでなく，地域
コミュニティを横断して行われることもあり，質的凝集
性の確保がそれほど簡単ではない。子どもの集団として
のつながりのみならず，保護者や地域社会のつながりを
新たに作り出す仕掛けが必要になることを示している。
5 ．政策的含意
　以上，アンケート調査の回答傾向から，統合の有無や
学校規模と，教育活動を始めとする学校の在り方との
関係性について，教員のローカル・ノレッジ （゛現場知，
経験値）の観点から，実証的に検討してきた。
　その結果，統合の有無や学校規模に規定される複数の
要素が検証され，統合校／非統合校と学校規模大／学校
規模小との間で，正負の効果が反転していることが示さ
れた。本調査での検証された知見は，文部科学省の手引
きにも示されている一連の正負の効果とも概ね一致して
いるが，同手引きも含めて，これまで，質的経験値での
み「語られて」きた統合の有無や学校規模と実際の教育
表 5　重回帰分析結果
＜小学校＞
第 1 主因子 学校経営及び業務の適正化 正の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） 2. 351 . 326 7. 218 . 000
統合有無 －. 979 . 138 －. 397 －7. 082 . 000
生徒数 . 009 . 002 2. 966 3. 931 . 000
学級数 －. 408 . 086 －3. 607 －4. 770 . 000
教員経験年数 . 019 . 008 . 212 2. 348 . 020
勤務経験校数 －. 033 . 039 －. 076 －. 845 . 399
（定数） －. 012 . 077 －. 151 . 881
第 2 主因子 子どもの落ち着き度・安定性 負の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） －. 057 . 437 －. 131 . 896
統合有無 . 742 . 185 . 298 4. 000 . 000
生徒数 . 006 . 003 1. 926 1. 923 . 056
学級数 －. 190 . 115 －1. 660 －1. 655 . 100
教員経験年数 －. 007 . 011 －. 077 －. 647 . 519
勤務経験校数 . 052 . 052 . 119 . 996 . 321
（定数） . 003 . 078 . 036 . 971
第 3 主因子 主体的・対話的学びの充実 正の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） －. 165 . 433 －. 382 . 703
統合有無 －. 507 . 184 －. 204 －2. 759 . 006
生徒数 . 005 . 003 1. 572 1. 578 . 117
学級数 －. 140 . 114 －1. 232 －1. 234 . 219
教員経験年数 . 003 . 011 . 035 . 298 . 766
勤務経験校数 . 030 . 052 . 068 . 575 . 566
（定数） －. 012 . 078 －. 154 . 878
第 9 主因子 指導上・学習上の多様性の確保 正の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） －1. 029 . 445 －2. 314 . 022
統合有無 －. 552 . 189 －. 223 －2. 925 . 004
生徒数 －. 004 . 003 －1. 468 －1. 433 . 154
学級数 . 191 . 117 1. 682 1. 638 . 103
教員経験年数 . 003 . 011 . 033 . 273 . 785
勤務経験校数 . 037 . 053 . 084 . 690 . 491
（定数） －. 003 . 078 －. 045 . 964
＜中学校＞
第 1 主因子 指導上・学習上の多様性の確保 正の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） 1. 081 . 128 8. 475 . 000
生徒数 －. 002 . 000 －. 550 －9. 454 . 000
（定数） 1. 240 . 128 9. 704 . 000
生徒数 －. 002 . 000 －. 584 －10. 358 . 000
統合有無 －. 741 . 171 －. 244 －4. 333 . 000
第 3 主因子 学校経営及び業務の適正化 正の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） . 092 . 072 1. 286 . 200
統合有無 －. 763 . 203 －. 253 －3. 754 . 000
（定数） . 426 . 151 2. 818 . 005
統合有無 －. 833 . 203 －. 276 －4. 111 . 000
生徒数 －. 001 . 000 －. 168 －2. 499 . 013
第 4 主因子 地域・保護者との連携 負の効果
標準化されて
いない係数
標準化
係数
Ｂ 標準誤差 ベータ ｔ値 有意確率
（定数） －. 238 . 110 －2. 170 . 031
教員経験年数 . 016 . 006 . 192 2. 804 . 006
（定数） －. 282 . 111 －2. 550 . 012
教員経験年数 . 015 . 006 . 182 2. 685 . 008
統合有無 . 446 . 206 . 147 2. 167 . 031
第 6 主因子以降は有意なモデル無し
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活動などとの関係について，定量的且つ実証的に検証で
きたことには，一定の意味がある。特に，正負の効果が
入り交じって検証されている点については，政策上，以
下の様な重要な知見を提示していると考える。
　まず，今回調査した学校の諸側面（調査項目）に限定
してみる限りにおいては，統合と非統合，適正規模校と
非適正規模学校を二項対立的に捉え，一方のみを評価す
ることには慎重であってよいといえる。むしろ，反転す
る正負の効果を明確に捉えた上，他の諸要素を含めて総
合的に判断する必要がある。その際に考慮するべき他の
要素としては，例えば，物理的な統合可能性，施設の老
朽化の程度，今後の学習指導要領の改訂に伴う学びのス
タイルの変化等が想定され得る。これらのうち，今後は
特に，今後の学習指導要領に象徴される21世紀型学力を
身につけるための条件整備という側面が重要になろう。
　第 2 に，メリットとデメリットが具体的に検証された
ことから，統合施策を選択する場合も，小規模校を残す
ことを選択する場合も，教育委員会には反転するメリッ
トを最大化し，デメリットを最小化する支援策を講じる
必要があることである。例えば，統合においては，生
徒指導上の課題が深刻化しないように，一方，小規模校
を残す場合は，子どものコミュニケーションの多様性が
損なわれたり，教員の負担が過重になったりしない様
に，学校間連携の仕組みや人員配置も含めた具体的な支
援の力を強める必要があろう。特に小規模学校間連携は，
世界的にもschool clusterやfederationといういくつかの
名称で，小規模校弱体化の是正策として各国で推進され，
効果を上げてきており，注目することができる。
　第 3 に，校長のマネジメントへの重要性が改めて示さ
れていることである。メリットとデメリットが反転して
いることから，管理職はそれらを見極め，規模に合致し
たマネジメントを行うことが求められる。これまでの諸
研究においては，学級規模に応じてマネジメントの形態
には差異があり，学校規模とマネジメント形態が適合し
ていない場合にマネジメント・クライシスが起きること，
従って，メリットとデメリットが相殺される中規模校で
クライシスが起きにくいことが指摘されているが，今後
も，校長研修等を通じて，規模とマネジメントの関係性
についての関心を高める必要があろう。
　今後の課題としては，今回析出された学校規模や学校
統合の経験が及ぼす教育活動や児童生徒への影響につい
て，どのような構造でそうした影響が生じるのかという
マイクロストラクチャーの解明が求められる。マイクロ
ストラクチャーが解明されることによって，反転するメ
リット・デメリットの是正を可能とする方策の検討にも
つなげることができよう。
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